
　外国人が社会保険（健康保険、厚

生年金保険）の適用事業所で働く場

合、日本人と同じように社会保険に加

入する必要があります。正社員、契約

社員、パート・アルバイト等の雇用形態

にかかわらず、社会保険の加入要件に

該当する者（1週間の所定労働時間お

よび1カ月の所定労働日数が常時雇用

者の4分の3以上の者など）は被保険

者となります。

　原則として、外国人労働者は、母国

と日本の社会保障制度に加入しなくて

はならず、二重に社会保険料を負担し

なくてはなりません。また、短期間の就

労で、その期間だけ日本の社会保障制

度に加入しても10年に満たない場合、

老齢年金の受給資格を得られないと

いう問題があります。このような二重加

入・年金受給資格の問題を解決する

ため、日本との間で社会保障協定を締

結している国 （々中国・フィリピン・イン

ド他20カ国）があります（図表１）。

　社会保障協定とは、日本での就労

期間が5年を超えない見込みの場合、

当該期間中は日本の社会保障制度加

入を免除し、母国の社会保障制度の

みを適用することで、両国の年金制度

への二重加入（保険料の二重負担）を

防止することを目的としたものです。な

お、当初５年を超えない見込みだった

ものの、業務都合等により5年を超え

た場合でも延長申請が認められれば、

日本の年金制度に加入する必要はあ

りません（図表２）。

●脱退一時金の支給要件
　厚生年金保険は、主に老齢厚生年

金の受給を目的にしていると考えられ

ますが、滞在期間が短く、保険料納付

が老齢給付に結びつきにくいという外

国人特有の事情を踏まえ「脱退一時

金制度」が用意されています。これは

老齢厚生年金の受給資格期間（保険

料納付・免除期間10年以上）を満たさ

ずに日本を離れる場合に請求すること

ができるものですが、脱退一時金の支

給要件は以下のとおりです。

【脱退一時金支給要件】
日本国籍を有していないこと

公的年金制度（厚生年金保険または

国民年金）の被保険者でないこと

厚生年金保険（共済組合等を含む）の

加入期間の合計が6月以上あること

老齢年金の受給資格期間（10年間）

を満たしていないこと

障害厚生年金（障害手当金を含む）な

どの年金を受ける権利を有したこと

がないこと

日本国内に住所を有していないこと

最後に公的年金制度の被保険者資

格を喪失した日から2年以上経過し

ていないこと（資格喪失日に日本国内
に住所を有していた場合は、同日後に初

めて、日本国内に住所を有しなくなった

日から2年以上経過していないこと）

●脱退一時金の計算式と計算例
　厚生年金保険の脱退一時金の支給

額は、被保険者であった期間に応じ、

図表3の計算式のとおりとなります。ま

た、計算例もご確認ください。

　これまで説明してきたとおり、日本の

社会保険制度は、企業や従業

員の希望により加入するもので

はありません。社会保障協定の

締結も現時点では23カ国と

なっていますが、全ての外国人

労働者・技能実習生に適用で

きるものではありません。また、

脱退一時金といった外国人労

働者のための救済措置が設け

られていますが、外国人労働者

が日本の社会保障制度になじ

みがないことは事実です。給与

額から保険料を控除されること

に不満を持つこともあるようで

すので、社会保険加入について

外国人労働者に説明する際のポイン

トを列挙します。

◯社会保険料（健康保険・厚生年金保

険料）の半分を会社が負担すること

◯病院・歯科医院で治療を受けたとき

の窓口負担が原則医療費の3割と

低額になること

◯健康保険で認定された扶養家族の

医療費が保険料の追加負担なくカ

バーされること

◯就労ビザ変更の条件に社会保険の

加入が含まれること

◯厚生年金保険には、保険料の掛け

捨てを防止するため脱退一時金制

度があること
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　外国人が日本で働く場合、日本の社会保険制度に加入する必要があります
が、社会保障協定締結国から5年以内の見込みで派遣される外国人について
は、加入が免除されることがあります。なお、日本の年金制度に10年以上加入
した場合には老齢年金を受給できますが、受給要件を満たさない外国人が日
本を出国した場合、脱退一時金を請求できます。

　弊社では近いうちに外国人技能実習生を受け入れる予定があります。実習生は
3年後には帰国する予定ですが、それでも社会保険に加入しなければならないの
でしょうか。加入が必要な場合、将来の厚生年金給付はどうなるのでしょうか。

社会保険の加入要件

二重加入と年金受給資格

社会保障協定
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図表1 ：社会保障協定の仕組み

日本の社会保障制度加入

（二重加入）

■社会保障協定を締結していないとき

日本で就労 帰国

派遣元国社会保障制度加入

日本の社会保障制度免除

（派遣元国のみ加入）

■社会保障協定締結国から5年以内の予定で来日

日本で就労 帰国

派遣元国社会保障制度加入
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厚生年金の脱退一時金

外国人労働者への説明

社会保険労務士法人
大野事務所

（特定社会保険労務士）
木村 彩

前職ではアウトソーシング会社に所属し、工場や店
舗に直接出向いて労務管理の効率化を検討してい
た。その際、労働法や社会保険制度への理解の必要
性を感じ、大野事務所に入所。時代にあった『働きや
すい職場づくり』を目指して考える毎日である。
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図表2 ：加入する社会保障制度のまとめ

図表3 ：脱退一時金の支給額

社会保障協定により日本の社会保障への加入を免除されるのは、基本的には年金制度が対象です。協定相手国によって健
康保険も対象になるなど、その内容が異なりますので、詳細については「日本年金機構HP（社会保障協定）」をご覧ください。

※この支給上限に関しましては、法改正により8
年（96月）になることが決まっています。（開始
時期未定）

母国の社会保障制度のみ加入はい

いいえ

はい

いいえ 日本および母国の
両社会保障制度に加入

社会保障協定締結国
からの技能実習生

就労期間が5年以内
の見込み

厚生年金保険料納付済期間：2019年1月～ 2021年12月（36月）
平均標準報酬額（円）：300,000　支給率：3.3

脱退一時金　300,000×3.3＝990,000円

本人負担額　27,450×36＝988,200円

脱退一時金計算例

参考 報酬月額30万円だった場合の3年間の厚生年金保険料負担額
（月額保険料を会社・本人がそれぞれ半分ずつ負担）

脱退一時金支給額＝平均標準報酬額×支給率

６カ月以上12カ月未満
納付済期間 支給率

0.5
12カ月以上18カ月未満 1.1
18カ月以上24カ月未満 1.6
24カ月以上30カ月未満 2.2
30カ月以上36カ月未満 2.7
36カ月以上42カ月未満 3.3
42カ月以上48カ月未満 3.8
48カ月以上54カ月未満 4.4
54カ月以上60カ月未満 4.9
60カ月以上 5.5
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